
近代国民国家への長い道程

(I) 近代化の始まり

　タイと日本は、東アジアないし東南アジアにおいて、西欧列強に

よる植民地化を免れたただ二つの国家であり、両国はほぼ同時に国

家体制の自力の近代化に着手しました。当時のサヤーム王国がイギ

リスと最初の通商和親条約を結んだのは 1855年のことでしたが、

それは、徳川幕府が日米通商和親条約を締結したわずか１年後のこ

とです。

　こうした国際条約はいわゆる「不平等条約」であり、西洋諸国に

対して領事裁判権（治外法権）の行使を認めると同時に、関税自主

権を放棄することを内容としていました。サヤームにおいても日本

においても、この不平等条約を改正して領事裁判権を廃止すること

が、喫緊の政治課題となりました。そしてそのためには、近代的

な、西欧風の法律制度を整備することが、求められたのです。
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(II) イギリス法制の導入

　開国後、サヤーム王国はイギリスと緊密な通商関係を築きまし

た。インドにおける植民地経営のために、イギリスは大量の米を必

要としていたのです。サヤーム王国は、その米をイギリスに提供す

ることを約束し、その見返りに自国の独立を維持しました。こうし

た事情もあって、サヤーム政府は必要な限りで、イギリス風の商事

法や訴訟制度を導入しました。また、当時のサヤーム政府は、サ

ヤームの伝統的な法制度は、ヨーロッパ大陸系の法典法システム

（civil law）よりも、イギリス風の判例法体制（Common law）

に近いという認識を持っていたようです。こうした理由から、イギ

リス法制の部分的導入が行われましたが、それは決して全面的、計

画的な「コモンローの継受」ではありませんでした。
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(III) チャクリ行政改革

　日本の明治政府は、フランス人やドイツ人などの外国人法律顧問

の助力を受けて、極めて短期間のうちに刑法、民法、商法など、主

要な近代法典を整備しましたが、サヤームにおける近代法整備は非

常に緩慢なものでした。と言うのも、それよりも優先される重要課

題があったからです。

　当時のサヤームは、ラタナコシン王朝の支配下にありましたが、

その領土はいまだに封建領主の支配する領国や属国に分割されたま

までした。ラタナコシン第五代国王ラーマ五世は、西洋列強がサヤ

ームの分断に着手する前に国家権力を集中化しなければならないと

考えました。そこで、支配階級である封建貴族たちに働きかけ、領

地支配・領民支配を自主的に放棄するなら、中央政府の国家官僚と

しての地位を保障すると説得に当たったのです。そして徐々に行政

組織を整備し、同時に中央政権を支える近代的国軍を組織したので

す。
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(IV) サックディナー制の廃止

　この統治制度改革と同時に、身分制度が改革されました。当時の

封建貴族たちは、領民を直接に支配する権限（プライ制度）を有し

ていただけでなく、多くの債務奴隷を所有していて、奴隷市場が広

く存在したのです。プライは、賦役労働と兵役という重い負担に喘

いでいました。こうしたアユッタヤー以来の封建的身分制度をその

ままにしては、タイ社会の近代化は不可能です。そこで国王は、伝

統的な賦役・兵役の義務を順次、貨幣による近代的な税制に転換す

ることにしました。

　そして 1874年、国王はついに奴隷制の廃止と人身売買の禁止に

着手しましたが、封建貴族たちの抵抗と反逆を恐れたため、きわめ

て緩慢に進めざるを得ませんでした。1905年、身分制度改革と奴

隷解放政策は実に 30年以上の年月をかけてやっと完了するに至り

ました。こうして 20世紀初頭、近代法制導入の前提がやっと整っ

たのです。
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(V) 巧みな外交交渉

　このようにしてサヤーム政府は、英仏両大国の軍隊が東西に控え

る中、内乱や分裂を避けつつ、微妙なバランスを保ちながら、辛抱

強く国政改革を遂行したのでした。この間、サヤーム政府と西欧列

強との外交交渉を担ったのは、ベルギーより招聘された外国人顧問

ローラン・ジャックマン男爵でした。男爵は当時のヨーロッパでも

名を馳せた国際法学者で、ベルギーの司法大臣を勤めたこともある

人物です。サヤーム王国の主権と独立を守り抜いたその功績を讃え

て、ラーマ五世は男爵に「チャオプラヤーアパイラーチャー公爵」

というサヤーム王国の貴族の称号を授与しています。
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(VI) 立法政策の転換

　サヤーム王国に初めて司法省が設立されたのも 1891年のことで

した。当時ラーマ五世は、近代法制の整備計画を再検討し、イギリ

ス風の制度ではなく、ヨーロッパ大陸系の法典法システムの導入に

方針を転換しました。この新たな計画を実際に担ったのは、初代司

法大臣コロムルワンラーチャブリーディレークリット親王（通称

「ラピ親王」）でした。

　ラピ親王は 1911年、司法省付属の法律学校（ロースクール）を

設立し、自らも教鞭に立って、近代法制を理解するタイ人法律家の

養成に尽力しました。現在でもラピ親王は「タイの近代法制の父」

として尊敬されています。

(7)



(8)



(VII) 政尾藤吉

　サヤーム政府が実際に着手した最初の近代法典は刑法でしたが、

その成立には一人の日本人が貢献しています。この人物が政尾藤吉

博士です。博士は、日本とサヤーム王国とが最初の通商和親条約を

締結した際に日本国公使の助手として来泰しましたが、ローラン・

ジャックマン男爵にその能力を認められて、1898年以来、男爵の

補佐役としてサヤーム政府のために働くことになったのです。そし

て博士の最初の任務が、刑法草案を起草することでした。政尾博士

の草案は 1900年には完成して、直ちにサヤーム政府に提出されま

したが、当時、フランスとの関係が悪化していた関係で、政府は外

交交渉に注力し、博士の刑法草案はそのまま放置されてしまいまし

た。
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(VIII) 1908年刑法典

　1904年にフランスとの関係が改善すると、フランス政府から一

人の法律顧問が送り込まれてきました。ジョルジュ・パドゥー氏で

す。この間、ローラン・ジャックマン男爵は既に故国に帰還してい

て、政尾博士がその後任として司法省顧問の地位にありましたが、

パドゥー氏の招聘後は、パドゥー氏が立法顧問となり、政尾博士は

主に裁判官としての任務に異動します。

　そしてサヤーム政府はまず、政尾博士の刑法草案の再検討をパ

ドゥー氏に依託しました。このようにして、パドゥー氏によって起

草された新草案が 1908年に公布されることになったのです。この

刑法典（กฎหมายลักษณะอาญา ร.ศ. ๑๒๗）こそ、タイの近代法典の最初のも

のでした。

(11)



(IX) 民商法典編纂の開始とその中断

　刑法典の成功に勢いを得て、サヤーム政府はさらに民商法典の編

纂事業に着手することになりますが、パドゥー氏の要請により、フ

ランスから追加の法律顧問団が派遣されます。こうして、民商法典

編纂の主導権はフランス人顧問団の手に委ねられたのですが、ラー

マ五世やラピ親王から篤い信頼を得ていた政尾博士も積極的に関与

していきました。ところが、その審理過程でフランス人顧問団と政

尾博士とは、次第に対立を深めていきます。フランス人顧問団が執

拗に「伝統法重視」を主張したからです。1912年、両者の関係が

ついに破綻するに至ります。フランス人顧問団が一夫多妻制の合法

化を提案した時のことでした。政尾博士は断固としてこの提案を拒

否します。審議会は膠着状態に陥り、とうとう国王ラーマ六世は、

家族法および相続法に関する審議の中止を命じます。ここに至って

政尾博士はサヤームでの全ての職責を辞する決意を硬め、1913年

日本に帰国しました。
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(X) 政尾博士の思惑

　政尾博士のこの行動には、フランス人顧問団との対立の他に、あ

る思惑があったものと思われます。当時、西欧列強は領事裁判権の

不合理性を認識し始め、近代的な法制度が成立した分野から漸次そ

れを廃止していくことに合意していました。ところが、こともあろ

うに日本政府だけがこの要求に応じようとはしていなかったので

す。そこで政尾博士は、サヤーム側からの工作を諦め、日本政府の

側に入り込んで、その内部から領事裁判権廃止を働きかけると同時

に、フランス人顧問団の進める民商法典編纂事業についても、今度

は日本政府の側から干渉しようと決意したものと思われます。

　この目論見が日の目を見、政尾博士は 1921年、晴れて在泰日本

国大使として、再びバンコクの地に戻りましたが、サヤーム政府と

の交渉開始を間近に控えたこの年の 8月 11日、脳溢血の発作に襲

われ、亡くなります。
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民商法典編纂事業のその後 …

　このような事情で、政尾博士の帰国後は民商法典編纂事業はフラ

ンス人顧問団の独壇場となり、その経緯に関する情報も、日本には

伝わらなくなります。したがって 1913年以降の展開については、

タイ語文献を参照しなければなりません。
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タイ民商法典の構成

通則 1条 ～ 3条

第一編 総則 4条 ～ 193条の 35
第二編 債権総則 194条 ～ 452条

第三編 契約各則 453条 ～ 1297条

第四編 物権 1298条 ～ 1434条

第五編 家族 1435条 ～ 1598条の 41
第六編 相続 1599条 ～ 1755条

Official English Translation by Office of the Council of State

タイ民商法典の変遷

1919 1923 1925 1929 1931 1935 1976 1990 1992

Ⅰ

最

終

草

案

公布
（旧法）
Nov. 2466

公布
（新法）
Nov. 2468

改正

Mar. 2535

Ⅱ
公布
（旧法）
Nov. 2466

公布
（新法）
Nov. 2468

Ⅲ
公布
（旧法）
Jan. 2467

公布
（新法）
Jan. 2471

Ⅳ 公布
Mar. 2473

Ⅴ・Ⅵ ─
公布
（旧法）
Oct. 2478

公布
（新法）
Oct. 2519

改正

Sep. 2533
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ประมวลกฎหมายแพ่งและพาณิชย์
タイ民商法典（もくじ）

通則

第一編　総則

第一章 総則

第二章 人

第一節 自然人

第一款 権利能力（私権）

第二款 行為能力

第三款 住所

第四款 失踪

第二節 法人

第一款 総則

第二款 社団法人

第三款 財団法人

第三章 物

第四章 法律行為

第一節 総則

第二節 意思表示

第三節 無効および取り消し

第四節 条件および期限

第五章 期間

第六章 時効

第一節 総則

第二節 時効の期間

ข้อกความเบ้ืองต้น

บรรพ ๑ หลักท่ัวไป
ลักษณะ ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
ลักษณะ ๒ บุคคล

หมวด ๑ บุคคลธรรมดา
ส่วน ๑ สภาพบุคคล
ส่วน ๒ ความสามารถ
ส่วน ๓ ภูมิลำเนา
ส่วน ๔ สาบสูญ

หมวด ๒ นิติบุคคล
ส่วน ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
ส่วน ๒ สมาคม
ส่วน ๓ มูลนิธิ

ลักษณะ ๓ ทรัพย์
ลักษณะ ๔ นติิกรรม

หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ การแสดงเจตนา
หมวด ๓ โมฆะกรรมและโมฆียะกรรม
หมวด ๔ เง่ือนไขและเง่ือนเวลา

ลักษณะ ๕ ระยะเวลา
ลักษณะ ๖ อายุความ

หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ กำหนดอายุความ

第二編　債権債務関係

第一章 総則

第一節 債権の目的

第二節 債権の効力

第三節 多数当事者

第四節 債権の譲渡

第五節 債権の消滅

第二章 契約

第一節 契約の成立

第二節 契約の効力

第三節 手付金および違約金

第四節 契約の解除

第三章 事務管理

第四章 不当利得

第五章 不法行為

第一節 不法行為の責任

第二節 不法行為による損害の賠償

第三節 正当防衛

บรรพ ๒ หนี้
ลักษณะ ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป

หมวด ๑ วัตถุแห่งหนี้
หมวด ๒ ผลแห่งหนี้
หมวด ๓ ลูกหนี้และเจ้าหนี้หลายคน
หมวด ๔ โอนสิทธเิรียกร้อง
หมวด ๕ ความระงับหนี้

ลักษณะ ๒ สัญญา
หมวด ๑ ก่อให้เกิดสัญญา
หมวด ๒ ผลแห่งสัญญา
หมวด ๓ มัดจำเละกำหนดเบ้ียปรับ
หมวด ๔ เลิกสัญญา

ลักษณะ ๓ จัดการงานนอกส่ัง
ลักษณะ ๔ ลาภมิควรได้
ลักษณะ ๕ ละเมิด

หมวด ๑ ความรับผิดเพื่อละเมิด
หมวด ๒ ค่าสินไหมทดแทนเพื่อละเมิด
หมวด ๓ นิรโทษกรรม
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第三編　各種契約

第一章 売買

第一節 売買契約の性質と要件

第二節 売主の義務と責任

第三節 買主の義務

第四節 各種特殊売買

第二章 交換

第三章 贈与

第四章 賃貸借

第一節 総則

第二節 賃貸人の義務と責任

第三節 賃借人の義務

第四節 賃貸借契約の終了

第五章 割賦販売

第六章 雇用

第七章 請負

第八章 運送営業

第一節 物品運送

第二節 旅客運送

第九章 使用および消費貸借

第一節 使用貸借

第二節 消費貸借

第十章　寄託

第一節 総則

第二節 金銭の寄託に関する特則

第三節 宿主の責任に関する特則

第十一章 保証

第一節 総則

第二節 履行前の効果

第三節 履行後の効果

第四節 保証の終了

第十二章 抵当

第一節 総則

第二節 抵当権の及ぶ範囲

第三節 抵当設定者と抵当権者各々の権利と義務

第四節 抵当権の実行

第五節 抵当権目的物の譲受人の権利と義務

第六節 抵当契約の終了

第十三章 質

第一節 総則

第二節 質権設定者と質権者各々の権利と義務

第三節 質権の実行

第四節 質契約の終了

第十四章 倉庫営業

第一節 総則

第二節 預証券および質入証券

บรรพ ๓ เอกเทศสัญญา
ลักษณะ ๑ ซ้ือขาย

หมวด ๑ สภาพและหลักสำคัญของสัญญาซื้อขาย
หมวด ๒ หน้าที่และความรับผิดชอบของผู้ขาย
หมวด ๓ หน้าที่ของผู้ซื้อ
หมวด ๔ การซื้อขายเฉพาะบางอย่าง

ลักษณะ ๒ แลกเปล่ียน
ลักษณะ ๓ ให้
ลักษณะ ๔ เช่าทรัพย์

หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ หน้าที่และความรับผิดชอบของผู้ให้เช่า
หมวด ๓ หน้าที่ของผู้เช่า
หมวด ๔ ความระงับแห่งสัญญาเช่า

ลักษณะ ๕ เช่าซื้อ
ลักษณะ ๖ จ้างแรงงาน
ลักษณะ ๗ จ้างทำของ
ลักษณะ ๘ รับขน

หมวด ๑ รับขนของ
หมวด ๒ รับขนคนโดยสาร

ลักษณะ ๙ ยืม
หมวด ๑ ยืมใช้คงรูป
หมวด ๒ ยืมใช้ส้ินเปลือง

ลักษณะ ๑๐ ฝากทรัพย์
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ วิธีเฉพาะการฝากเงิน
หมวด ๓ วิธีเฉพาะสำหรับนักโรงแรม

ลักษณะ ๑๑ ค้ำประกัน
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ ผลก่อนชำระหนี้
หมวด ๓ ผลภายหลังชำระหนี้
หมวด ๔ ความระงับส้ินไปแห่งการคำประกัน

ลักษณะ ๑๒ จำนอง
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ สิทธิจำนองครอบเพียงใด
หมวด ๓ สิทธิและหน้าที่ของผู้รับจำนองและผู้จำนอง
หมวด ๔ การบังคับจำนอง
หมวด ๕ สิทธิและหน้าที่ของผู้รับโอนทรัพย์ซึ่งจำนอง
หมวด ๖ ความระงับส้ินไปสัญญาจำนอง

ลักษณะ ๑๓ จำนำ
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ สิทธิและหน้าที่ของผู้รับจำนำและผู้จำนำ
หมวด ๓ การบังคับจำนำ
หมวด ๔ ความระงับส้ินไปสัญญาจำนำ

ลักษณะ ๑๔ เก็บของในคลังสินค้า
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ ใบรับของคลังสินค้าและประทวนสินค้า
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第十五章 委任

第一節 総則

第二節 委任者に対する受人者の義務と責任

第三節 受人者に対する委任者の義務と責任

第四節 第三者に対する委任者と受人者の責任

第五節 委任の終了

第六節 問屋営業

第十六章 仲立営業

第十七章 和解

第十八章 賭博

第十九章 交互計算

第二十章 保険

第一節 総則

第二節 損害保険

第三節 生命保険

第二十一章 手形(有価証券)
第一節 総則

第二節 為替手形

第三節 約束手形

第四節 小切手

第五節 時効

第六節 手形の偽造、盗難および紛失

第二十二章 パートナーシップおよび会社

第一節 総則

第二節 普通パートナーシップ（合名会社）

第三節 有限パートナーシップ（合資会社）

第四節 非公開株式会社（有限会社）

第五節 登記済み普通パートナーシップ、有限パート

ナーシップおよび有限会社の清算

ลักษณะ ๑๕ ตัวแทน
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ หน้าที่และความรับผิดชอบของตัวแทนต่อตัวการ
หมวด ๓ หน้าที่และความรับผิดชอบของตัวการต่อตัวแทน
หมวด ๔ ความรับผิดชอบของตัวการและตัวแทนต่อบุคคลภายนอก
หมวด ๕ ความระงับส้ินไปสัญญาตัวแทน
หมวด ๖ ตัวแทนค้าต่าง

ลักษณะ ๑๖ นายหน้า
ลักษณะ ๑๗ ประนีประนอมยอมความ
ลักษณะ ๑๘ การพนันและขันตอ่
ลักษณะ ๑๙ บัญชีเดินสะพัด
ลักษณะ ๒๐ ประกนัภัย

หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ ประกันวินาศภัย
หมวด ๓ ประกันชีวิต

ลักษณะ ๒๑ ต๋ัวเงิน
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ ต๋ัวแลกเงิน
หมวด ๓ ต๋ัวสัญญาใช้เงิน
หมวด ๔ เช็ค
หมวด ๕ อายุความ
หมวด ๖ ต๋ัวเงินปลอม ต๋ัวเงินถูกลัก และต๋ัวเงินหาย

ลักษณะ ๒๒ หุ้นส่วนและบริษัท
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ ห้างหุ้นส่วนสามัญ
หมวด ๓ ห้างหุ้นส่วนจำกัด
หมวด ๔ บริษัทจำกัด
หมวด ๕ การชำระห้างหุ้นส่วนจดทะเบียน ห้างหุ้นส่วนจำกัด และบริษทั

จำกัด

＊なお、上記３種類の商事会社の他に、１９９２年の特別法「公開株式会社法」により「公開株式会社」が認められています

（พระราชบัญญัติ บริษัทมหาชนจำกัด พ.ศ.๒๕๓๕）。

第四編　物権

第一章　総則

第二章　所有権

第一節 所有権の取得

第二節 所有権の範囲とその行使

第三節 共有

第三章　占有権

第四章　地役権

第五章　居住権

第六章　地上権

第七章　用益権

第八章　物的負担

บรรพ ๔ ทรพัย์สิน
ลักษณะ ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
ลักษณะ ๒ กรรมสิทธิ์

หมวด ๑ การได้มาซึ่งกรรมสิทธิ์
หมวด ๒ แดนแห่งกรรมสิทธิ์ และการใช้กรรมสิทธิ์
หมวด ๓ กรรมสิทธิ์รวม

ลักษณะ ๓ ครอบครอง
ลักษณะ ๔ ภารจำยอม
ลักษณะ ๕ อาศัย
ลักษณะ ๖ สิทธิเหนอืพื้นดิน
ลักษณะ ๗ สิทธิเก็บกิน
ลักษณะ ๘ ภารตดิพันในอสังหาริมทรัพย์
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第五編　家族

第一章　婚姻

第一節 婚約

第二節 婚姻の要件

第三節 夫婦関係

第四節 夫婦財産制

第五節 婚姻の無効

第六節 婚姻の終了

第二章　親子

第一節 父親と母親

第二節 親子それぞれの権利と義務

第三節 後見

第四節 養子

第三章　扶養

บรรพ ๕ ครอบครวั
ลักษณะ ๑ การสมรส

หมวด ๑ การหม้ัน
หมวด ๒ เง่ือนไขแห่งการสมรส
หมวด ๓ ความสัมพันธ์ระหว่างสามีภริยา
หมวด ๔ ทรัพย์สินระหวา่งสามีภริยา
หมวด ๕ ความเป็นโมฆะของการสมรส
หมวด ๖ การส้ินสุดแห่งการสมรส

ลักษณะ ๒ บิดามารดากับบุตร
หมวด ๑ บิดามารดา
หมวด ๒ สิทธิและหน้าที่ของบิดามารดาและบุตร
หมวด ๓ ความปกครอง
หมวด ๔ บุตรบุญธรรม

ลักษณะ ๓ ค่าอุปการะเล้ียงดู

第六編　相続

第一章　総則

第一節 遺産の相続

第二節 相続人

第三節 廃嫡

第四節 相続の放棄その他

第二章　法定相続権

第一節 総則

第二節 法定相続人の順位に従った遺産の分割

第三節 同順位の法定相続人間での相続分の分割

第一款 親族

第二款 配偶者

第四節 代襲相続

第三章　遺言

第一節 総則

第二節 遺言の方式

第三節 遺言の効力と解釈

第四節 遺言による遺産監督人の選任

第五節 遺言の全部または一部の破棄および失効

第六節 遺言の全部または一部の無効

第四章　遺産の管理と分配

第一節 遺産管理人

第二節 資産の総括、債務の弁済および財産の分離

第三節 遺産の分配

第五章　相続人の不存在

第六章　時効

บรรพ ๖ มรดก
ลักษณะ ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป

หมวด ๑ การตกทอดแห่งทรัพย์มรดก
หมวด ๒ การเป็นทายาท
หมวด ๓ การตัดมิให้รับมรดก
หมวด ๔ การสละมรดกและอ่ืน ๆ

ลักษณะ ๒ สิทธิโดยธรรมในการรับมรดก
หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ การแบ่งทรัพย์มรดกระหว่างทายาทโดยธรรมในลำดับและชั้น

ต่างๆ
หมวด ๓ การแบ่งส่านมรดกของทายาทโดยธรรมในลำดับและชั้นต่างๆ

ส่วน ๑ ญาติ
ส่วน ๒ คู่สมรส

หมวด ๔ การรับมรดกแทนที่กัน
ลักษณะ ๓ พินยักรรม

หมวด ๑ บทเบ็ดเสร็จทั่วไป
หมวด ๒ แบบพินัยกรรม
หมวด ๓ ผลและการตีความแห่งพินัยกรรม
หมวด ๔ พินัยกรรมที่ต้ังผู้ปกครองทรัพย์
หมวด ๕ การเพิกถอนและการตกไปแห่งพินัยกรรมหรือข้อกำหนด

พินัยกรรม
หมวด ๖ ความเสียเปลา่แห่งพินัยกรรมหรือกำหนดพินัยกรรม

ลักษณะ ๔ วิธีจัดการและปันทรัพย์มรดก
หมวด ๑ ผู้จัดการมรดก
หมวด ๒ การรวบรวมจำหน่ายทรัพย์มรดกเป็นตัวเงิน และการชำระหนี้

กับแบ่งปันทรัพย์มรดก
หมวด ๓ การแบ่งมรดก

ลักษณะ ๕ มรดกทีไ่ม่มีผู้รับ
ลักษณะ ๖ อายุความ
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⸨ ⸩参考資料

明治２３年日本民法（旧民法）財産編

Book on Properties

General Provisions

Part One : Real Rights

Chapter 1 Ownership

Chapter 2 Usufruct, Use (commonage), and Habitation
Section 1 Usufruct
Section 2 Use (commonage) and habitation

Chapter 3 Lease, Emphyteusis, and Superficies
Section 1 Lease
Section 2 Emphyteusis and superficies

Chapter 4 Possession
Section 1 Various kinds of possession and objects of possession
Section 2 Acquisition of possession
Section 3 Effects of possession
Section 4 Loss of possession

Chapter 5 Servitudes
General provisions
Section 1 Statutory servitudes
Section 2 Servitudes by agreement

Part Two : Obligations

General Provisions

Chapter 1 Causes of Obligations
General Provisions
Section 1 Agreements
Section 2 Unjust Enrichment
Section 3 Unlawful damages  i.e. Torts and quasi-torts
Section 4 Statutory provisions

Chapter 2 Effects of Obligations
General Provisions
Section 1 Action for enforcement
Section 2 Action for compensation
Section 3 Securities
Section 4 Various kinds of obligations

Chapter 3 Extinction of Obligations
Section 1 Performance (Discharge)
Section 2 Novation
Section 3 Release
Section 4 Set-off
Section 5 Confusion
Section 6 Impossibility of performance
Section 7 Avoidance of obligations
Section 8 Avoidance of claims
Section 9 Rescission

Chapter 4 Natural Obligations

財産編

総則　財産及び物の区別

第一部　物権

第一章 所有権

第二章 用益権、使用権及び住居権

第一節 用益権

第二節 使用権及び住居権

第三章 賃借権、永借権及び地上権

第一節 賃借権

第二節 永借権及び地上権

第四章 占有

第一節 占有の種類及び占有することを得べき物

第二節 占有の取得

第三節 占有の効力

第四節 占有の喪失

第五章 地役

総則

第一節 法律を以て設定したる地役

第二節 人為を以て設定したる地役

第二部　人権及び義務

総則

第一章 義務の原因

総則

第一節 合意

第二節 不当の利得

第三節 不正の損害

第四節 法律の規定

第二章 義務の効力

総則

第一節 直接履行の訴権

第二節 損害賠償の訴権

第三節 担保

第四節 義務の種類の体様

第三章 義務の消滅

第一節 弁済

第二節 更改

第三節 合意上の免除

第四節 相殺

第五節 混同

第六節 履行の不能

第七節 鎖除

第八節 廃罷

第九節 解除

第四章 自然義
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